
教第47号議案 

神戸市学校給食センター整備計画の改定について 

神戸市学校給食センター整備計画の改定について、次のように決定する。 

令和４年12月22日提出 

神戸市教育委員会事務局 

事 務 局 長   高 田  純 



○募集期間：令和４年11月１日（火曜）～令和４年11月30日（水曜）

○ご意見数：219通（605件）

１．給食センター整備計画改定案に対する意見（計106件）

NO 意見の概要 意見に対する教育委員会の考え方

1

給食センターの整備を進めてほし
い。子供が減っていく中で、安定
的・効率的に給食を提供してほし
い。【35件】

2

公立施設をつくって公務員が調理す
るようにしてほしい。【22件】

3
配送や財政負担など、効率的に進め
てほしい。【7件】

4

西区に整備する第二給食センターか
ら距離が離れている学校への配送に
ついてどう考えているのか。
【23件】

　建設予定地の「神戸テクノ・ロジスティッ
クパーク」は配送面での効率性が高い用地で
あり、広範囲に渡って安定的な配送が可能で
あると考えています。
　今後、整備・運営を行う事業者が決まった
後に、安全性を最優先した上で、配送ルート
などについて協議を行い、余裕のある配送計
画の作成に努めてまいります。

5

西区に整備する第二給食センターか
ら、西区の中学校に配送しないのは
おかしいのではないか。【10件】

6

整備計画に記載のない東灘区・西区
の給食はどうなるのか。【2件】

「神戸市学校給食センター整備計画 改定案」についての
市民意見の概要及び神戸市教育委員会の考え方

※ご意見は、同様の趣旨のものをまとめて掲載しています。
　また、趣旨を踏まえて要約していますので、ご了承ください。

　給食センターの整備・運営にあたっては、
財政負担の削減や平準化が可能であり、民間
事業者による創意工夫やノウハウの活用が期
待できるＰＦＩ手法を採用し、効率的に取り
組んでまいります。
　また、全員喫食制への移行後も、これまで
通り教育委員会が献立を作成するとともに、
一括して食材を調達し、調理の手順も含めて
全て統一するなど、給食の質を担保してまい
ります。
　衛生面においても、国が定める「学校給食
衛生管理基準」などに基づき、安全管理や衛
生管理を徹底し、安全・安心な給食を安定的
に提供できるよう取り組んでまいります。

　全員喫食への移行にあたっては、給食セン
ター方式と民間デリバリー方式を組み合わせ
て必要な調理体制を確保してまいります。
　東灘区及び西区については、本年８月に実
施した民間事業者へのサウンディング調査に
おいて、民間事業者の参入意向が強かったた
め、民間デリバリー方式による給食提供を予
定しています。
　いずれの方式においても、同じ献立による
同じ内容の温かい給食を配送してまいりま
す。
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NO 意見の概要 意見に対する教育委員会の考え方

7

西舞子小学校について、隣接地に第
一給食センターができるのに、西区
に整備する第二給食センターから配
送するのはおかしいのではないか。
【5件】

　小学校給食と中学校給食の献立は異なって
おり、第一給食センターでは中学校給食の調
理機能以上に確保することが難しく、小学校
の献立による給食をあわせて調理することは
困難です。
　一方で第二給食センターは敷地面積に一定
の余裕があるため、中学校分の給食と小学校
分の給食を別々に調理することが可能であ
り、西舞子小学校を含め、現在垂水共同調理
場から配送している小学校の給食を、当面は
第二給食センターから配送（配送時間は30分
程度）することを考えています。
　保温性に優れた食缶を活用し、これまで同
様に温かい給食を提供してまいります。

8

区ごとに１～２か所など小規模な給
食センターを設けてほしい。
【2件】

　複数の小規模施設に分散して調理をする場
合、整備面及び運営面に要する経費が増加
し、非効率であるとともに、新たな用地が必
要となるため、全員喫食制に必要な調理体制
を早期に確保していく上で課題が大きく、困
難であると考えております。

２．その他中学校給食に関する意見（計499件）

NO 意見の概要 意見に対する教育委員会の考え方

9

温かくておいしい給食を提供してほ
しい。地元食材を使用し、安全安心
で量の調整もできる栄養バランスの
とれた給食を提供してほしい。ま
た、アレルギー等にも対応してほし
い。【173件】

　全員喫食にあたっては、保温食缶を活用
し、栄養バランスがとれ、量の調整にも対応
できる温かい給食を提供してまいります。
　アレルギー対応等に配慮し、生徒にとって
魅力的な、おいしい給食を提供できるよう取
り組んでまいります。

10

小学校と同じように各学校に給食室
を設置して給食を提供してほしい。
【127件】

　令和３年度に全ての中学校を調査したとこ
ろ、運動場など学校生活に必要な敷地を利用
せずに、敷地内に新たに給食室を整備できる
学校は２校のみでした。
　この調査結果も踏まえ、生徒や保護者の皆
さんが強く望まれる全員喫食の早期実現を図
るため、給食センター方式と民間デリバリー
方式を組み合わせることを基本として必要な
調理体制を確保してまいりますので、ご理解
願います。

11

近隣の小学校の給食室から中学校に
運ぶ方法（親子調理方式）で実施し
てほしい。【65件】

　令和３年度に全ての小学校の給食調理室に
ついて、調理能力に余力があるのかどうか調
査を行った結果、対応可能な学校は限られま
すが、費用対効果や効率性等の観点から効果
的である場合には、親子調理方式の実施も補
完的に検討してまいります。

2



NO 意見の概要 意見に対する教育委員会の考え方

12

食材の工夫や栄養教諭の配置などに
より食育を推進してほしい。
【46件】

　食育については、給食時間だけでなく、家
庭科等の教科や特別活動など学校教育活動全
体を通じて体系的に取り組んでいくことが重
要です。
　そのため、栄養教諭の配置の有無にかかわ
らず、食に関する動画を給食時間に配信する
など、ＩＣＴを活用した食育指導等も含めて
工夫しながら、学校全体で取り組んでいま
す。
　また、全員喫食そのものが食育の推進につ
ながるものと考えており、早期実現に向けて
取り組んでまいります。

13

給食費を無償にしてほしい。
【41件】

　本市では子育て世帯の経済的負担を軽減す
るため、令和２年度より中学校給食費の半額
助成を実施しています。また、経済的にお困
りの方については就学援助により給食を無償
で提供しています。
　給食費を無償化することは多額の財政負担
が生じるため、課題が大きいものと考えてい
ます。
　まずは全ての中学生に温かい給食を提供す
ることを最優先に取り組んでまいります。

14

全員喫食の中学校給食を早く実施し
てほしい。【33件】

　全員喫食に必要な調理体制を確保するため
には新たに２ヶ所の給食センターを整備する
必要があり、第一給食センターは令和７年１
月、第二給食センターは令和７年度中の供用
開始を目指します。
　生徒・保護者の皆さんの期待が大きい全員
喫食の中学校給食を、可能な限り早期に実現
できるよう取り組んでまいります。

15

給食時間をしっかりと確保してほし
い。【7件】

　給食時間の確保については、食育の推進の
観点からも重要であり、全員喫食制への移行
までの間においても、生徒や保護者のニーズ
や意見の変化を十分に踏まえ、これまで以上
に十分な喫食時間を確保できるよう検討して
まいります。

16

オーガニック食材で給食を実施して
ほしい。【4件】

　本市の学校給食で使用する野菜について
は、できるだけ農薬や化学肥料を使わずに作
られた「こうべ旬菜」を優先使用するなど、
地産地消を推進しています。
　オーガニック食材を使用するためには、量
の確保や価格、配送の面など現時点では課題
が大きいですが、今後も安全で安心な食材を
調達してまいります。
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NO 意見の概要 意見に対する教育委員会の考え方

17

校舎建替に伴い、小学校（港島学
園、春日野小学校、垂水小学校）の
給食室を廃止しないでもらいたい。
【3件】

　全市的に児童生徒数が減少傾向にある中
で、小学校の給食施設については、将来を見
据えた適切な管理・運営に取り組む必要があ
ると考えております。
　また、小学校の共同調理場について一定の
余力が生じてきている状況なども踏まえ、老
朽化等に伴って校舎の建て替え等を予定して
いた垂水小学校、春日野小学校、港島学園に
ついて、給食提供方法を変更することとして
おりますのでご理解願います。
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〔敷地面積〕 

・約 15,000 ㎡ 

〔建ぺい率／容積率〕 

・60％／200％ 

〔用途地域〕 

・工業専用地域 

〔敷地面積〕 

・約 6,400 ㎡ 

〔建ぺい率／容積率〕 

・60％／200％ 

〔用途地域〕 

・第１種中高層住居 

専用地域 

神戸市学校給食センター整備計画 

（令和４年 12 月 22 日改定） 

 

令和３年９月14日に策定した「中学校給食の全員喫食制への移行に向けた基本方針」

に基づき、２か所の給食センターを整備するにあたり、整備計画を策定します。 

 

１．建設予定地 

（１）所在地：垂水区狩口台３丁目１－３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※給食センターは建築基準法上、工場として扱われるため、上記予定地での建設にあたり、

建築基準法第 48 条特例許可の手続きを行う予定です。 
 

（２）所在地：西区見津が丘７丁目（神戸テクノ・ロジスティックパーク内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  (C) IncrementP (C) PASCO 

  (C) IncrementP (C) PASCO 

舞子中学校 西舞子小学校 

奥ノ池保育所 

神戸テクノ・ロジスティックパーク 

（神戸複合産業団地） 
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２．施設概要 

  ２か所の給食センターで、中学校給食分として１日あたり最大 20,000 食程度の

調理体制を確保することとします。 

  また、垂水区内の６小学校に給食提供を行っている「神戸市立垂水学校給食共同

調理場」の老朽化に伴い、新たに整備する「（仮称）神戸市第二学校給食センター」

に機能を集約します。 

 

（１）（仮称）神戸市第一学校給食センター 

 ・延 床 面 積：4,800 ㎡程度 

 ・構  造  等：鉄骨造（３階建） 

 ・調 理 能 力：１日あたり 最大 9,000 食程度 

 ・配送エリア：主に須磨・垂水区 

 

（２）（仮称）神戸市第二学校給食センター 

・延 床 面 積：6,800 ㎡程度 

 ・構  造  等：鉄骨造（２階建） 

 ・調 理 能 力：１日あたり 最大 15,000 食程度 

（うち中学校給食分 11,000 食、小学校給食分 4,000 食） 

 ・配送エリア：①中学校給食 灘・中央・兵庫・北・長田区のうち 11,000 食分 

        ②小学校給食 垂水区 

 

※配送エリアについては、文部科学省の「学校給食衛生管理基準」において調理終了後から２

時間以内に喫食することが規定されていることから、配送ルートや対象校の組み合わせ、車

両の台数などを工夫し、効率的かつ安全に配送できることを前提とした配送エリアとします。 

 

 ※中学校給食に関して、給食センターの配送エリア以外のエリアについては、基本的には民間

事業者の調理施設から同じ献立による同じ内容の温かい給食を配送する予定です。 

 

〔参考〕神戸市立垂水学校給食共同調理場の概要 

   ・所在地：垂水区狩口台３－１－４ 

・設 置：1968 年（2003 年に大規模改修実施） 

   ・食 数：１日あたり 最大 4,000 食（垂水区内６小学校に配送） 
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３．施設の主な機能 

（１）給食調理に関する機能 

  ①徹底した安全管理・衛生管理による調理 

    「学校給食衛生管理基準」やＨＡＣＣＰ（ハサップ）※1の概念に基づき、安

全管理や衛生管理を徹底し、主食・副食を調理します。 

    また、アレルギー対応食について、専用調理室を設置し、他の調理作業と区

分して安全に調理します。 
 
    ※１：Hazard Analysis and Critical Control Point（危害分析重要管理点）の略で、 

食品の衛生・品質管理の手法のこと 

 

  ②適切な温度管理による配送 

    周辺環境への影響や安全面に十分に配慮した配送計画を作成したうえで、厚

生労働省の「大量調理施設衛生管理マニュアル」の温度管理基準に基づき、保

温・保冷機能に優れた食缶を活用し、給食を安全に配送します。 

 

（２）その他の機能 

  ①食育の推進 

    見学通路などを設け、子どもたちに食べることの大切さや、食を通して地域

や環境について学ぶ機会を提供します。 

 

  ②災害への備え 

    大規模災害時には、避難者などに対して食料を提供できるよう炊き出し設備

を備えるなど、地域の防災拠点としての役割を担います。 

 

  ③環境負荷の低減 

    省エネルギー設備の導入を図り、環境に配慮した施設の整備に努めるととも

に、周辺の住環境にも十分配慮し、臭気・騒音・振動対策などを徹底すること

で、環境負荷の低減を図ります。 
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４．事業手法 

（１）事業手法の検討 

  事業費総額が 10 億円以上の公共施設の整備事業などについては、国や本市の指

針において、ＰＰＰ※2／ＰＦＩ手法※3の導入を優先的に検討することが定められて

います。 

給食センターの整備・運営事業は他の自治体の事例も多く、ＰＦＩ手法をはじめ

とする包括的な民間活力の導入を図ることで、従来方式に比べて、効果的・効率的

な事業実施が可能と考えられます。 

  また、本計画における２か所の給食センターの整備・運営について、ＰＦＩ手法

を採用した場合の財政負担の削減効果を試算したところ、他の自治体で一般的に採

用されているＢＴＯ方式※4において約 8.1％のＶＦＭ※5が確認されました。 
 

※２：Public Private Partnership の略で、行政と民間が連携して公共サービスの提供などを

効率的かつ効果的に行うこと 

※３：Private Finance Initiative の略で、公共施設などの設計、建設、維持管理及び運営に

民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を図ること 

※４：民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を建設（Build）した後、施設の所有権を市に移

転（Transfer）し、民間事業者が維持管理・運営（Operate）を行うこと 

※５：Value for Money の略で、支払い(Money)よりも高い価値サービス(Value)を見込むこと

ができるかどうか(PFI 方式により総事業費をどれだけ削減できるか)を示す割合のこと 
 

【従来手法とＰＦＩ手法の比較】      

 従来手法 ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式） 

財政負担額 

（現在価値、累計） 
28,852 百万円 ① 26,528 百万円 ② 

ＶＦＭ（金額） 

（①－②） 
 2,324 百万円 ③ 

ＶＦＭ（％） 

（③／①） 
 8.1％   

 ※上記は２か所の給食センターの整備・運営における財政負担額の試算であり、維持管理・運

営期間はＰＦＩ手法の一般的な事業期間である 15年間として試算しています。また、整備に

あたっては国庫補助金を活用する予定です。 

※現在価値とは、本事業のように長期にわたる支出が必要な場合に、将来に支払う予定の金額

を現在の価値に換算した金額です。 

 

（２）最適な事業手法 

  （１）による検討の結果、財政負担の削減や平準化が可能であり、民間事業者に

よる創意工夫やノウハウを活用した事業提案も期待できることから、ＰＦＩ手法

（ＢＴＯ方式）を最適な事業手法として進めていきます。 

  また、事業期間（維持管理・運営期間）については、他の自治体の先行事例で多

く採用されている 15 年程度を基本とします。 
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５．事業スケジュール（予定） 

（１）（仮称）神戸市第一学校給食センター 

年   度 概    要 

令和４年度 事業者公募・選定、設計着手 

令和５年度～令和６年度 設計完了、建設、開設準備 

令和７年１月 供用開始 

 

（２）（仮称）神戸市第二学校給食センター 

年   度 概    要 

令和４年度 事業者公募手続きの準備 

令和５年度 事業者公募・選定、設計着手 

令和６年度～令和７年度 設計完了、建設、開設準備 

令和７年度中 供用開始 

  

６．その他 

  給食センターの整備・運営にあたっては、市内企業の積極的な活用や地元雇用の

創出による地域経済の活性化など、地域貢献の観点を十分に踏まえ、事業者公募を

行います。 


